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川崎町定員適正化計画
平成19年度～平成22年度
平成19年７月

川　崎　町
１　定員適正化の計画の策定にあたって
　今日、地方自治体を取り巻く環境は、少子高齢化、高度情報化、環境問題の進行、そして地方分権型社会への転換等、大きな変革期を迎えています。

　そのような状況の中、行政に対する住民ニーズは益々多様化、高度化する一方、行政には効果的・効率的な行政運営が一層強く求められています。
　国においては、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」や「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針」の中で、公務員数の純減や総人件費の削減など、行財政改革の更なる進展を打ち出し、また、真の分権型社会の実現に向けた「税源移譲による地方税の充実確保」、「地方交付税の総額抑制と財源保障機能の縮小」、「国庫補助負担金の廃止・縮減等」からなる「三位一体の改革」を引続き推進しています。
　こうした地方分権、あるいは地方行財政改革の大きな流れの中で、当町の財政環境は過去に例を見ない厳しい状況に直面しており、合併によらず単独での町行財政運営を進めていくにあたっては、一層の行財政改革を推進していかなければならない状況におかれています。

　そのため、町は行政改革推進委員会をはじめとする、各議論の場において、効率的、かつ、効果的な行財政運営に向けた検討を重ね、平成16年4月、新たに「川崎町行政改革大綱」を策定し、その方針に基づいた定員適正化計画により、これまで職員の増員を抑制し、定員の適正化に努めてきました。

　しかし、今後も厳しい財政状況が予測される中、より一層の効率的な行財政運営に向けての取り組みが必要とされ、中でも義務的経費に占める割合の最も高い人件費の抑制を図ることが重要課題となっています。
　このため、幅広い視野と専門知識、すぐれた政策形成及び創造的能力を有する職員の育成を行うことで、より高度な行政サービスの向上に努めつつ、今後の行政需要の動向を見定めながら、効率的な職務執行体制の確立と適正な職員配置を推し進めることにより、職員数の削減と、効率的で、効果的な行政運営体制を確立するため、第4次定員適正化計画を新たに策定するものであります。
２　これまでの取組み
　⑴　第3次定員適正化計画
　平成12年に策定した定員適正化計画では、平成18年度までの6年間で10名の職員数の削減を図るものでありました。
　　（一般行政部門で1名、特別行政部門で6名、公営企業等部門で３名）

　具体的には、新規採用者を退職者数の約50％に抑制することのほか、給食及び学校用務員業務等の民間委託等を図ることを基本に適正化を進めていくものでした。

　その後、新たな業務増（介護保険制度の実施、権限委譲事務の増加）の要因はありましたが、課の統廃合等による組織・機構の再編をはじめ、行政改革大綱に基づく事務の効率化等により、平成18年4月１日までの6年間で計画を上回る１６名の削減を実現することができました。
　⑵　定員適正化計画の実績　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　分
	一般行政

部門
	特別行政

部門
	公営企業

等部門
	総計

	Ｈ12
	計画
	１０５
	２９
	６４
	１９８

	
	実績
	－
	－
	－
	－

	
	差引
	－
	－
	－
	－

	Ｈ13
	計画
	１０４
	３０
	６２
	１９６

	
	実績
	１００
	３１
	５９
	１９０

	
	差引
	　　４
	▲１
	　３
	　　６

	Ｈ14
	計画
	１０６
	２６
	６２
	１９４

	
	実績
	１０５
	２６
	６０
	１９１

	
	差引
	　　１
	
	　２
	　　３

	Ｈ15
	計画
	１０５
	２６
	６２
	１９３

	
	実績
	１０４
	２５
	６３
	１９２

	
	差引
	　　１
	　１
	▲１
	　　１

	Ｈ16
	計画
	１０５
	２５
	６１
	１９１

	
	実績
	１０３
	２６
	６２
	１９１

	
	差引
	　　２
	▲１
	▲１
	

	Ｈ17
	計画
	１０４
	２４
	６１
	１８９

	
	実績
	　９９
	２６
	５９
	１８４

	
	差引
	　　５
	▲２
	　２
	　　５

	Ｈ18
	計画
	１０４
	２３
	６１
	１８８

	
	実績
	　９８
	２４
	６０
	１８２

	
	差引
	　　６
	▲１
	　１
	　　６


　　　　注）　各欄の値及び部門区分は、総務省給与能率推進室の「地方公共団体定員管理調査」で報告している、各年4月１日現在の数値である。（但し、調査には含まれない派遣職員も含む。）
３　定員適正化計画の内容
　⑴　基本的な考え方

　　①　年次ごとに削減目標を設定し、総職員数の削減を行います。

　　②　新たな行政需要に対しては、スクラップ・アンド・ビルドを基本として、増員は極力抑制します。

　　③　指定管理者制度の活用をはじめ、事務事業の民間委託の推進により、人員の削減を図るとともに、経費を削減します。

　　④　再任用職員及び嘱託職員並びに人材派遣職員等を有効的に活用します。

　⑵　計画の期間
　　平成19年4月１日から平成22年3月31日まで
　⑶　数値目標

　これまでの定員管理の実績、今後の行政需要等の動向を踏まえ、次のとおり数値目標を設定し、目標実現に向けて、事務事業の見直し、組織機構の再編等を着実に実行していくものとします。

　ただし、職員数に大きな影響を及ぼすような状況が発生した場合は、随時見直しを行います。
　　①　目標数値　総職員ベースで職員数の4.4％を純減する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	区　　分
	Ｈ18.4.1現在
	目標数値
	増減

	一般行政部門
	　９８
	　９１
	　▲７

	特別行政部門
	　２４
	　２２
	　▲２

	公営企業等部門
	　６０
	　６１
	　　１

	合　　計
	１８２
	１７４
	　▲８


　　②　部門別定員適正化年次計画　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

	区分
	一般行政
部　　門
	特別行政
部　　門
	公営企業等
部　　　門
	合　　計

	Ｈ18.4.1
	９８
	２４
	６０
	１８２

	減員数
	▲３
	▲１
	▲３
	▲７

	増員数
	１
	２
	３
	６

	増減計
	▲２
	１
	
	▲１

	Ｈ19.4.1
	９６
	２５
	６０
	１８１

	減員数
	▲６
	▲３
	▲１
	▲１０

	増員数
	４
	２
	３
	９

	増減計
	▲２
	▲１
	２
	▲１

	Ｈ20.4.1
	９４
	２４
	６２
	１８０

	減員数
	▲２
	▲２
	▲１
	▲５

	増員数
	１
	
	１
	２

	増減計
	▲１
	▲２
	
	▲３

	Ｈ21.4.1
	９３
	２２
	６２
	１７７

	減員数
	▲４
	▲１
	▲１
	▲６

	増員数
	２
	１
	
	３

	増減計
	▲２
	
	▲１
	▲３

	Ｈ22.4.1
	９１
	２２
	６１
	１７４

	増減合計
	▲７
	▲２
	１
	▲８


　⑷　適正化の手法
　　①　退職者補充の抑制

　計画期間中の退職予定者は、平成18年度７名、平成19年度10名、平成20年度５名、平成21年度6名の計28名が予想される中で、将来の職員構成及び人材の確保を考慮しながら、定期的な職員採用を実施しつつ、新規採用者の補充は、退職者の約70％程度に抑制します。
　　②　事務処理体制の見直し

　指定管理者制度を活用した施設管理運営の合理化をはじめ、施設の統廃合、民間委託の推進等により、より少ない職員でよりよいサービスの提供ができる体制を構築し、職員数の削減を図ります。
　　③　事務事業の見直し

　川崎町行政改革推進委員会等の意見を踏まえながら、事業のスクラップ・アンド・ビルドによる職員配置の適正化を図るとともに、費用対効果の薄い業務や、複数の部署で行っている類似性の高い業務などを精査し、業務の縮小、統合、廃止等の見直しにより、組織機構のより一層の簡素合理化を図ります。
　　④　事務処理能力の向上

　少数精鋭主義を基本として定員管理を進めるため、研修等による職員の資質の向上を目指すとともに、事務事業のマニュアル化を一層推進し、効率的で統一的な行政サービスの提供を図ります。
　　⑤　任用の多様化と退職勧奨制度の活用

　人事の刷新と公務能率の向上を図るため、勧奨退職制度の適切な活用に努めるとともに、職種、事務量、その困難の度等に応じて、再任用職員、人材派遣職員などのさまざまな任用・雇用形態を検討して、効率的な職員配置に努めます。
